
７ 予算額等 単位：千円

予 算 額 決 算 額 予 算 額 決 算 額

383,289,758 328,468,722 285,557,750 240,667,932 97,732,008 87,800,790

独自財源から
の 収 入 額

371,689,758 316,868,722 273,957,750 229,067,932 97,732,008 87,800,790

補 助 金 等 11,600,000 11,600,000 11,600,000 11,600,000 0 0

277,048,525 238,014,745 172,412,832 149,154,046 104,635,693 88,860,699

独自財源から
の 収 入 額

268,348,525 229,314,745 163,712,832 140,454,046 104,635,693 88,860,699

補 助 金 等 8,700,000 8,700,000 8,700,000 8,700,000 0 0

293,603,156 208,800,543 179,093,952 121,853,352 114,509,204 86,947,191

独自財源から
の 収 入 額

293,603,156 208,800,543 179,093,952 121,853,352 114,509,204 86,947,191

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

135,140,000 104,751,000 - - 135,140,000 104,751,000

独自財源から
の 収 入 額

135,140,000 104,751,000 - - 135,140,000 104,751,000

補 助 金 等 0 0 - - 0 0

92,348,000 70,248,000 - - 92,348,000 70,248,000

独自財源から
の 収 入 額

92,348,000 70,248,000 - - 92,348,000 70,248,000

補 助 金 等 0 0 - - 0 0

131,764,000 111,733,000 - - 131,764,000 111,733,000

独自財源から
の 収 入 額

131,764,000 111,733,000 - - 131,764,000 111,733,000

補 助 金 等 0 0 - - 0 0

142,197,000 - 142,197,000

独自財源から
の 収 入 額

142,197,000 - 142,197,000

補 助 金 等 0 - 0

17年度

18年度

予算額・決算額

19年度

予算額・決算額

予算額・決算額

13年度

14年度

15年度

16年度

備　考:
・記載の補助金等は、政府出資金である。
・平成13年度～平成15年度は新東京国際空港公団の予算総額と実績額を記載し、平成16年度以降は成田国際空港株式会社の
事業計画額と実績額を記載している。このため、公団と会社の数値に連続性はない。
・16年度以降は、事業経費と経常経費の区分ができないため経常経費のみに記載している。

事　業　経　費 経　常　経　費

予算額・決算額

予 算 額 決 算 額

予算額・決算額

予算額・決算額

予算額・決算額



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

１３年度 943,666,158 456,888,429 5,377,464

１４年度 947,445,191 33,093,527 5,824,259

１５年度 958,048,382 26,034,713 7,118,588

１６年度 960,306,898 20,043,920 5,590,889

１７年度 983,041,123 25,344,678 16,907,445

１８年度 965,573,585 18,073,097 11,674,445

（２）負債 単位：千円

政府保証
の有無

652,498,354 0 別紙参照

647,577,387 0 別紙参照

658,180,578 0 別紙参照

781,945,357 0 別紙参照

790,526,570 3,232,039 別紙参照

764,746,722 4,316,078 別紙参照

（３）資本 単位：千円

291,167,803 296,256,241

299,867,803 304,956,241

299,867,803 304,956,241

178,361,540 152,000,000

192,514,552 152,000,000

200,826,863 152,000,000

別紙参照

0

0

－

－

0

有価証券 建    物

負　　　　　　　　債

322,136,797

350,221,288

261,762,721

267,341,968

2,761,004

2,591,975

資 本 合 計

負 債 合 計 短 期 借 入 金
借　入　先

長　期　借　入　金

別紙参照

政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別 金　　額

155,400,500

１３年度

１５年度

資　　　　　　　　産

土 地資 産 合 計 現金及び預金

153,343,500

208,145,142

156,429,000

借　入　額

2,438,296

１６年度

１４年度

１７年度

１８年度

242,404,153

260,426,501

264,354,036 353,865,959

246,211,800

１３年度

１４年度

別紙参照 221,733,900

0

別紙参照

別途積立金

別紙参照

別紙参照

資　　　　　　　　本

221,747,100

１５年度

１６年度

１７年度
別途積立金

－

－

１８年度

38,514,552

26,361,540

備　考：
平成16年度以降の政府出資金は、資本金及び資本準備金の額を記載している。

85,469圧縮記帳積立金



長期借入金の借入先 （各年度末残高） 別紙

平成13年度 単位：千円

借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

財務省（財政融資資金） 50,600,000 無
総務省（簡易生命保険資金） 16,700,000 無
UFJ銀行 12,628,700 無
三井住友銀行 12,130,700 無
日本興業銀行 9,171,000 無
新生銀行 9,171,000 無
東京三菱銀行 8,971,000 無
千葉銀行 7,372,400 無
あさひ銀行 6,314,300 無
第一勧業銀行 6,314,300 無
富士銀行 6,314,300 無
大和銀行 4,377,100 無
あおぞら銀行 3,517,600 無
千葉興業銀行 1,368,300 無
京葉銀行 1,368,300 無
東京都民銀行 110,000 無

平成14年度 単位：千円

借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

財務省（財政融資資金） 50,600,000 無
みずほコーポレート銀行 21,513,900 無
総務省（簡易生命保険資金） 16,700,000 無
UFJ銀行 12,628,700 無
三井住友銀行 12,130,700 無
りそな銀行 10,691,400 無
新生銀行 8,885,300 無
東京三菱銀行 8,713,900 無
千葉銀行 7,172,400 無
あおぞら銀行 3,517,600 無
京葉銀行 1,368,300 無
千葉興業銀行 1,368,300 無
東京都民銀行 110,000 無

平成15年度 単位：千円

借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

財務省（財政融資資金） 50,600,000 無
みずほコーポレート銀行 20,942,500 無
日本郵政公社（簡易生命保険資金） 16,700,000 無
UFJ銀行 12,628,700 無
三井住友銀行 12,130,700 無
りそな銀行 10,691,400 無
新生銀行 8,313,900 無
東京三菱銀行 8,199,700 無
千葉銀行 6,772,400 無
あおぞら銀行 3,517,600 無
京葉銀行 1,368,300 無
千葉興業銀行 1,368,300 無
東京都民銀行 110,000 無

平成16年度 単位：千円

借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

政府借入金（無利子） 138,553,000 無
みずほコーポレート銀行 20,328,000 無
日本郵政公社（簡易生命保険資金） 16,700,000 無
UFJ銀行 11,750,900 無

長　期　借　入　金

長　期　借　入　金

長　期　借　入　金

長　期　借　入　金



借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

長　期　借　入　金

三井住友銀行 11,252,900 無
りそな銀行 9,948,400 無
財務省（財政融資資金） 8,700,000 無
東京三菱銀行 8,520,200 無
千葉銀行 7,315,500 無
新生銀行 7,244,200 無
あおぞら銀行 3,273,100 無
京葉銀行 1,273,500 無
千葉興業銀行 1,273,500 無
東京都民銀行 78,600 無

平成17年度 単位：千円

借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

政府借入金（無利子） 127,453,000 無
三菱東京UFJ銀行 17,006,000 無
みずほコーポレート銀行 17,005,900 無
日本郵政公社（簡易生命保険資金） 16,700,000 無
三井住友銀行 9,640,700 無
財務省（財政融資資金） 8,700,000 無
りそな銀行 8,463,400 無
千葉銀行 6,102,100 無
新生銀行 5,676,500 無
あおぞら銀行 2,784,700 無
千葉興業銀行 1,083,800 無
京葉銀行 1,083,800 無
東京都民銀行 47,200 無

平成18年度 単位：千円

借　入　先 借　入　額 政府保証の有無

政府借入金（無利子） 116,353,000 無
シンジケートローン(*) 20,000,000 無
三菱東京UFJ銀行 16,747,000 無
みずほコーポレート銀行 11,747,100 無
日本郵政公社（簡易生命保険資金） 16,700,000 無
千葉銀行 11,226,700 無
三井住友銀行 8,790,700 無
財務省（財政融資資金） 8,700,000 無
りそな銀行 5,084,000 無
新生銀行 3,409,700 無
あおぞら銀行 1,672,900 無
京葉銀行 651,400 無
千葉興業銀行 651,400 無

備考：(*)シンジケートローンは、㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とする14社の協調融資

長　期　借　入　金

長　期　借　入　金



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

土地 3,456,241 － 0

土地 3,456,241 － 0

土地 3,456,241 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
１４年度末 １５年度末 １６年度末 １７年度末

無 無 無 無

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

１５年度末

１３年度末

１７年度末

１６年度末

１８年度末

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

１３年度末

１４年度末

１６年度末

１５年度末

１４年度末

１７年度末

１８年度末

無

１３年度末

無

１８年度末



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等
監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 －

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 －

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 －

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 －

法定監査の根
拠法規

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

Ｈ16・17年度について、商法特例法第2条第1項、及び証券取引法第193条の２を根拠法規とする。
Ｈ18年度について、会社法第436条第2項第1号、及び証券取引法第193条の２を根拠法規とする。

備　考
監査報告書の監査意見に該当する部分を抜粋。

－

　当監査法人は、上記の財務諸表が、新東京国際空港公団法、新東京国際公団法施行規則及び
新東京国際空港公団会計規定並びに特殊法人等会計処理基準に準拠して、新東京国際空港公団
の平成16年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する会計年度の経営成績を正しく表示
しているものと認める。

【証券取引法に拠る監査意見】
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、成田国際空港株式会社の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終
了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

【商法に拠る監査意見】
(1)貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況を正しく示し
ているものと認める。
(2)営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況を正しく示し
ているものと認める。
(3)利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
(4)付属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘すべき事項はな
い。

－

－

【証券取引法に拠る監査意見】
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、成田国際空港株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終
了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

【商法に拠る監査意見】
(1)貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況を正しく示し
ているものと認める。
　会計方針の変更に記載のとおり、会社は空港事業のための諸施設の定期修繕に伴い経常的に
発生する固定資産除却損について、特別損失から営業原価に計上する方法に変更したが、この
変更は期間損益計算における損益区分をより明確に表示するために変更したものであり、相当
と認める。
(2)営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況を正しく示し
ているものと認める。
(3)利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
(4)付属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘すべき事項はな
い。

－

【証券取引法に拠る監査意見】
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、成田国際空港株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終
了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

【会社法に拠る監査意見】
　当監査法人は、上記の計算書類及びその付属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその付属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

18年度

法
定
監
査

監査意見

任
意
監
査

監査意見

14年度

－

－

－

13年度

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、新東京国際空港公団法、新東京国際公団法施行規則及び
新東京国際空港公団会計規定並びに特殊法人等会計処理基準に準拠して、新東京国際空港公団
の平成15年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する会計年度の経営成績を正しく表示
しているものと認める。

法
定
監
査

任
意
監
査

監査意見

監査意見

監査意見

監査意見

任
意
監
査

法
定
監
査

任
意
監
査

17年度

法
定
監
査

監査意見

監査意見

監査意見

任
意
監
査

監査意見

15年度

法
定
監
査

監査意見

任
意
監
査

16年度

法
定
監
査



12　関係法人（子会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等

単位：千円、％

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

404,830

総売上額（a） - - - 3,058,869 3,236,715 5,649,361

当該特殊法人に係る売
上額（ｂ）

- - - 2,288,122 2,977,321 3,325,859

総売上額に占める割合
（ｂ/a）×100

- - - 74.8 92.0 58.9

取引の概要 - - -
設計施工管理及び土木・
建築施設保守管理業務
の委託

設計施工管理及び土木・
建築施設保守管理業務
の委託

設計施工管理及び土木・
建築施設保守管理業務
の委託

役員一覧 - - - 代表取締役社長　宮下　盛雄 代表取締役社長　川上　淳仁 代表取締役社長　川上　淳仁

＜審議役＞ (執行役員) (執行役員)

取締役　佐藤　専治 常務取締役　為貝　尚夫 常務取締役　為貝　尚夫

＜給油事業部調査役＞ (取締役付) (取締役付)

取締役　為貝　尚夫 取締役　佐藤　専治 常務取締役　谷本　吉直

(取締役付) ＜給油事業部調査役＞ （エアポートメンテナンスサービス出向）

取締役　笠原　勝 取締役　宮下　盛雄 常務取締役　笠原　勝

＜工務部付＞ ＜審議役＞ ＜工務部付＞

取締役（非常勤）　新堀　義人 取締役　笠原　勝 取締役　佐藤　専治

監査役（非常勤）　岩澤　克己 ＜工務部付＞ ＜給油事業部調査役＞

取締役　谷本　吉直 取締役　高市　幸文

取締役（非常勤）　大江　範忠 (工事部長)

監査役（非常勤）　宮野　三夫 取締役　名川　保平

(施設保全部長)

取締役（非常勤）　石山　范

取締役（非常勤）　大江　範忠

監査役（非常勤）　宮野　三夫

備　考　平成１６年度より子会社化

0
当該特殊法人からの出資額
18年度の下段は出資総額

関係法人名
エアポートメンテナンスサービス株式会社

子会社、関連会社、関連公益法人の別
子会社

-

当該特殊法人からの再就職
者は（）に、又は旧組織から
の再就職者は<>に、それぞ
れ最終役職名を記入

- - 404,830



単位：千円、％

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

640,588

総売上額（a） - - - 3,938,303 4,011,936 5,377,046

当該特殊法人に係る売
上額（ｂ）

- - - 3,316,055 3,465,808 4,262,349

総売上額に占める割合
（ｂ/a）×100

- - - 84.2 86.4 79.3

取引の概要 - - - 設備保守管理業務の委託 設備保守管理業務の委託 設備保守管理業務の委託

役員一覧 - - - 取締役会長　山本　昌彦 代表取締役社長　保科　繁 代表取締役社長　保科　繁

＜監事＞ ＜参与＞ ＜参与＞

代表取締役社長　保科　繁 常務取締役　坂田　和孝 常務取締役　小出　征夫

＜参与＞ 常務取締役　納富  正博 ＜給油事業部長＞

常務取締役　坂田　和孝 常務取締役　小出　征夫 常務取締役　納富  正博

常務取締役　小坂　覩至郎 ＜給油事業部長＞ 常務取締役　土田　耕作

＜審議役＞ 取締役　土田　耕作 取締役　山之内　基

常務取締役　小出　征夫 取締役（非常勤）　門脇  邦彦 (空港運用本部副本部長)

＜給油事業部長＞ 取締役（非常勤）　黒野　匡彦 取締役（非常勤）　石山　范

常務取締役　納富  正博 取締役（非常勤）　佐藤　英夫 取締役（非常勤）　門脇  邦彦

取締役　土田　耕作 監査役（非常勤）　大辻　嘉郎 取締役（非常勤）　蒲生　昌弘

取締役（非常勤）　黒野　匡彦 監査役（非常勤）　宮野　三夫

取締役（非常勤）　門脇  邦彦

取締役（非常勤）　佐藤　英夫

監査役（非常勤）　神谷　拓雄

備　考　平成１６年度より子会社化

当該特殊法人からの再就職
者は（）に、又は旧組織から
の再就職者は<>に、それぞ
れ最終役職名を記入

- - 640,588 0
当該特殊法人からの出資額
18年度の下段は出資総額

関係法人名
株式会社成田エアポートテクノ

子会社、関連会社、関連公益法人の別
子会社

-
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